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労組周辺動向 No. 229 

Labour Update 

2025 - 10 - 24 

1. 法・政策 

  

(1) 農林水産業、労災保険強制へ 小規模事業も対象に 厚労省 

  

労災保険加入が任意となっている農林水産業の労働者について、厚生労働省の審議会は10月９日、

労災保険制度を強制適用すべきだとの方向で一致した。厚労省は強制適用の内容を盛り込んだ改正

法案を来年の通常国会に提出することを目指す。 

見直しの対象になるのは、農業の場合、「個人経営で常時５人未満の労働者を使用する事業」。林

業・水産業の場合は、個人経営の小規模な事業などだ。全面的な強制加入とした場合、農林水産省

は最大で１２万の事業主が対象になるとしている。 

  

「労災保険制度の具体的課題について」 2025年10月9日 厚生労働省・第121回労働政策審議会

労働条件分科会労災保険部会 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/001576377.pdf 

  

(2) 自民・高市早苗氏を首相に選出 女性の就任は憲政史上初めて 

  

自民党の高市早苗総裁（64）は10月21日、衆参両院の首相指名選挙で第104代首相に選出され

た。女性の首相就任は憲政史上初めて。維新は閣僚は出さず、政策協定に基づいて政権運営に協力

する「閣外協力」にとどめる。 

https://www.facebook.com/GeneralUnion.org
https://www.instagram.com/generalunion/
https://twitter.com/GeneralUnionOrg
https://www.youtube.com/channel/UCzYlFqaxq0Bctsm_NWJAoTA
mailto:union@generalunion.org
https://www.generalunion.org/
https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/001576377.pdf
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(3) 労働規制緩和検討求める 厚労相への指示書で首相 

  

高市早苗首相が上野賢一郎厚生労働相への指示書で「労働時間規制の緩和検討」を求めたことが21

日、関係者への取材で分かった。働き方改革への影響を懸念する声が高まりそうだ。 

関係者によると、指示書には、兼業・副業の促進や最低賃金の引き上げ加速と共に「心身の健康維

持と従業者の選択を前提にした労働時間規制の緩和の検討を行う」と明記された。 

  

  

2. 法違反・闘い 

  

(1) 日本郵便 “懲罰自転車”の禁止を通知―猛暑日に自転車配達も 

  

日本郵便で働く男性がことし８月、バイクで配達中に物損事故を起こしたため、上司から自転車で

の配達を命じられ、猛暑日が続く中、８日間にわたって自転車で配達業務を行っていたことがＮＨ

Ｋの取材でわかった。 

こうした命令は配達員の間で「懲罰自転車」などと呼ばれているということだが、ＮＨＫの取材に

対し日本郵便は「懲罰的な目的はなかった」とした一方で、「業務上の合理性が認められない」と

して全社的に禁止する通知を出した。 

  

(2) 訪問検診の歯科衛生士“医師会との雇用契約は有効” 千葉地裁 

  

障害者施設を訪問し、歯科検診を行う千葉県の事業を巡り、実際に業務を担っていた歯科衛生士５

人が事実上解雇されたとして、県から事業を委託されていた県歯科医師会に対し、労働者の地位確

認などを求めた裁判で、千葉地方裁判所は雇用契約は有効だと認定し、未払いの賃金およそ７８０

万円を支払うよう命じた。 

この事業は、障害があり、医療機関を直接受診するのが難しい人のために、歯科医師や歯科衛生士

が車で施設を訪問して検診を行うもので、千葉県歯科医師会が県の委託を受けて運営していた。 

ところが５年前、新型コロナウイルスの感染拡大で事業が中断し、担当する歯科衛生士５人が国の

休業補償を求めたところ、「補償の義務がない委託契約だ」として拒まれ、その後、業務から外さ

れたことから、５人は事実上の解雇だとして、歯科医師会に対し、労働者としての地位の確認など

を求める裁判を起こしていた。 

  

(3) 東海大病院に是正勧告 医師らの長時間労働・未払い賃金で労基署 

  

東海大医学部付属病院（神奈川県伊勢原市）が、労働基準監督署から医師らの長時間労働や未払い

残業に関する是正勧告や指導を受けていたことが、関係者への取材で判明した。病院関係者は「残

業代を病院側に請求しても、『未払いはない』と門前払いされた」「当直で救急対応をしても勤務

時間には計算されなかった。翌日も通常勤務が普通だった」などと証言する。 

病院関係者によると、院内から未払い残業代の支払いを求める訴えがあり、労基署が2023年9月に

立ち入り検査に入った。2024年5月に、長時間労働や未払い残業に関する調査、長時間労働者の産

業医への報告体制の不備など、計11項目の是正勧告と4項目の指導票の交付を受けた。 

医師らを支援する労働組合の関係者は、病院の医師の長時間労働について、「健康被害が心配なレ

ベルだ」と指摘する。病院の2024年度の「医師労働時間短縮計画」によると、2022年度実績で年

間の時間外・休日労働時間が2000時間を超える医師が約30診療科のうち11科におり、臨床研修医

にもいた。過労死ラインである年960時間の倍以上にあたる。 
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3. 情勢・統計 

  

(1) 在留外国人、過去最多395万人 上半期、昨年末から18万増 

  

出入国在留管理庁は10月10日、今年6月末の在留外国人数は395万6619人で、2024年末より約18

万7千人（5.0％）増え、過去最多を更新したと発表した。在留資格別で見ると、人手不足に対応す

るため即戦力の外国人労働者を受け入れる「特定技能」が約5万1千人（18.2％）増と大きく伸び

た。 

在留資格別の最多は「永住者」で、2024年末比1.5％増の93万2090人。通訳などとして働く「技

術・人文知識・国際業務」が9.4％増の45万8109人、「技能実習」が1.6％減の44万9432人と続

いた。特定技能は5番目に多い33万6196人だった。特定技能のうち、熟練した技能を持つ「2号」

は3073人で、昨年末の832人から大幅増だった。 

また2025年上半期の外国人入国者数は、前年同期より約355万人多い2137万6170人。 

  

(2) 突然の強制送還、親子分離 「不法滞在者ゼロプラン」で変わったこと 

  

出入国在留管理庁が「不法滞在者ゼロプラン」を始めてからの3カ月で、係官が同行して国費で行

う強制送還が、昨年同期に比べ倍増した。日本で育った子が送還されたり、親子が離ればなれに

なったりするケースが起きている。 

「不法滞在者ゼロプラン」は5月下旬、「不法滞在者ゼロを目指し、外国人と安心して暮らせる共

生社会を実現する」として始まった。強制退去が確定した外国人の数を、2030年末までに半減さ

せるとの目標を掲げる。 

柱の一つが、係官が同行して行う「護送官つき国費送還」の促進だ。入管庁の10日の発表による

と、6～8月にこの方法で強制送還されたのは119人。前年同期の58人の2倍だった。国籍別では、

トルコが34人と最も多く、スリランカ17人、フィリピン14人、中国10人などと続いた。 

また、119人のうち3割にあたる36人が、難民認定の申請中だった。 

例外が適用された36人のうち、①は33人、②は3人。難民申請5回目の中近東出身者や、強盗致傷

などの罪で懲役20年の実刑判決を受けた東アジア出身者らが含まれるという。 

改正法施行後の1年間では、例外の適用は25人だったため、ゼロプラン開始後に大きく増えたこと

になる。 

ゼロプランの開始以降、トルコ国籍の在日クルド人が相次いで強制送還されている。 

在日クルド人の送還が相次ぐ背景には、「クルド人が多く住む埼玉で地域社会との摩擦が起き、国

民の不安につながっている」（法務・入管幹部）という政府内の認識がある。入管庁は、送還の促

進で不安の解消を狙う。 

しかし、ゼロプランに対しては懸念の声が高まっている。 

日本弁護士連合会は5月の会長声明で、「国民の安心・安全に何ら脅威を与えず、かつ保護される

べき外国人の人権を侵害する恐れが高く、国際人権法に反する」と批判。「非正規滞在者=治安悪

化の要因」といった誤った認識の固定化を招きかねない、とも指摘した。 

認定NPO法人の難民支援協会は6月の意見書で、「政府は難民として認定すべき人を適切に認定で

きていない」とし、「保護を必要とする難民の送還拡大」に懸念を示した。 

国際人権団体アムネスティ・インターナショナル日本は7月の公開書簡で、「外国人排除を前提と

した制度で、差別助長の恐れが強い」としている。 

  

「『国民の安全・安心のための不法滞在者ゼロプラン』実施状況」 2025年10月10日 出入国在
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留管理庁 

  

https://www.moj.go.jp/isa/content/001448366.pdf 

  

(3) 保育士育てる短大、募集停止相次ぐ 保育園「社会を支えられない」 

  

少子化などを理由に私立短期大学の学生募集停止が全国で相次いでいる。短大を中心に養成してき

た保育士が減りかねず、保育園は危機感を募らせる。 

保育士を育てる短大の募集停止は、全国で起きている。日本私立短期大学協会によると、2025年

度以降の募集停止を発表している短大23校のうち、就実（岡山）や純真（福岡）など19校が養成

施設だ。2026年度以降の募集停止を発表している短大23校のうち、青森明の星、愛知文教女子な

ど18校が、養成施設だ。 

募集を停止する短大のなかには、併設する4年制大学へ教育課程を引き継ぐ学校もあるが、短大で

募集していた定員分を大学の募集定員に必ずしも上乗せするわけではない。指定保育士養成施設全

体の入学定員は2018年度の6万1123人をピークに、2024年度は5万2187人に減少した。施設数も

2019年度の688カ所をピークに、2024年度は667カ所と減少している。 

  

(4) 残業の賃金割増50％条例が成立 高知県職員3400人、全国初 

  

高知県職員の時間外労働（残業）の割増賃金率を、2026年度の1年間、25％から50％に引き上げ

る条例が議会で可決、成立した。県は、引き上げを条例で定めるのは全国初としている。 

時間当たりの残業代を上げることで、管理職に長時間労働を是正する意識や仕組み作りを促す狙

い。割増賃金目当ての残業が増加しないように、管理職にマネジメントを求める。 

県は「残業は特別な労働だという認識を高める」としている。全国で見ても特に少子化が深刻化す

る中、仕事と家庭の両立実現にもつなげたい考えだ。一般企業に意識改革が浸透することも期待し

ている。 

対象は知事部局の職員約3400人。これまでは25％に設定していた。 

  

(5) 賃上げ実施、過去最高91．5％ ベースアップは5割超 厚労省調査 

  

厚生労働省が１０月１４日発表した２０２５年の賃上げに関する実態調査によると、従業員１人当

たりの平均賃金を「引き上げた・引き上げる」企業の割合は９１．５％（前年９１．２％）だっ

た。賃金の改定率は平均４．４％増（同４．１％増）で、ともに比較可能な１９９９年以降で最

高。人手不足や物価高を背景とした賃上げの広がりが確認された。 

平均賃金には定期昇給や賃金を底上げするベースアップ（ベア）が含まれ、残業やボーナスは対象

外。定昇制度がある企業のうち、ベアを「行った・行う」は５７．８％に上った。ただ、規模別で

は、従業員５０００人以上の８５．２％に対し、１００～２９９人は５３．３％と、開きがあっ

た。 

  

「令和７（2025）年賃金引上げ等の実態に関する調査の概況 」 2025年10月14日 厚生労働省 

  

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/jittai/25/dl/10.pdf 

  

(6) 連合、賃上げ「５％以上」要求＝高水準維持、物価高に対応―格差是正を推進・２０２６年春

闘 

  

https://www.moj.go.jp/isa/content/001448366.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/jittai/25/dl/10.pdf
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連合は１０月２３日、中央執行委員会を開き、２０２６年春闘で「５％以上」の賃上げを求める基

本構想をまとめた。全体の賃上げ目標を「５％以上」とするのは、２０２４年以降、３年連続とな

る。トランプ米政権の高関税政策による悪影響が懸念される中でも、高水準の要求を維持し、物価

高に対応するとともに、賃上げの流れの定着を目指す。 

賃上げ目標は、基本給を底上げするベースアップ（ベア）と定期昇給を合わせた水準で、ベア分は

「３％以上」とする。大手との格差是正のため、中小労働組合の賃上げは全体に１％以上を上乗せ

した「６％以上」とし、金額ベースでは１万８０００円以上を目安とする。１１月の中央委員会

で、基本構想に基づきまとめる方針を正式決定する。 

連合の集計によると、２０２５年春闘の賃上げ率の加重平均は全体で５．２５％と、３４年ぶりの

高水準を達成。一方、組合員数が３００人未満の中小組合は４．６５％にとどまった。賃上げ原資

の確保に向け、製品やサービスの価格に労務費の上昇分を転嫁する取り組みを強化する考えだ。 


